
ドメインⅠ：大学拡充計画の推進

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員長/大学事務局長

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

1
調理師および栄養士を養成する学部・学科の設置計画および
事業計画を策定する。

● ―

2
学部学科設置に係る文部科学省への申請準備を確実に実行
し、設置申請する。

○ ● D

3
特色化・魅力化を踏まえた校舎等の建設計画を策定し、実行す
る。

○ ● D

4
食・農および環境分野を基盤とするSDGsの達成に貢献する新
たな学部学科等を構想し年次計画案を策定する。

● ● ● ● ● A

5
既存学部学科および新設構想学部学科の収容定員増について
構想し、年次計画案を策定する。

● ● ● ● ● A

6
学部学科新設構想および収容定員増構想の年次計画案に基づ
き必要な校舎等の建設計画を検討する。

● ● ● ● ● A

7 大学院博士後期課程の設置計画および事業計画を策定する。 ● ―

8
博士後期課程設置に係る文部科学省への申請準備を確実に実
行し、設置申請する。

◯ ● A

9
大学院の研究力向上に資する施設・整備について検討し、必要
に応じて適宜実行する。

● ● ● ● ● A

10
学部学科新設構想および収容定員増構想に併せて修士課程お
よび博士後期課程の新設ならびに収容定員増について検討す
る。

● ● ● ● A

11
大学院構想に基づき必要な施設・設備等の整備計画を検討す
る。

● ● ● ● A

自己点検・評価シート

（2022～2026年度）
実行計画中期目標

（2022～2026年度，5年間）
中期計画

Ⅰ-1 学部学科および大学院博士後期課程等の
新設および収容定員増について企画推進
する。

3 2024年4月を開設年度とする大学院博士後期課
程の設置企画を推進する。

法人企画部
設置準備室

4 2024年4月以降の大学院修士課程および博士
後期課程の新設等の計画を策定する。

法人企画部
将来計画機構

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

長期目標（2022～2030年度，9年間）

多様な学部学科と教育研究ﾌｨｰﾙﾄﾞを有し、食と農の持続的な発展や環境保全に貢献する
「高い専門性を身につけたｼﾞｪﾈﾗﾘｽﾄ」を育成する学生数3,000名規模の総合大学を目指す。

1 2024年4月を開設年度とする新たな学部学科の
設置企画を推進する。

法人企画部
設置準備室

2 2024年4月以降の学部学科等の新設および収
容定員増計画を策定する。

法人企画部
将来計画機構

アクションプラン
推進部署

（2022～2026年度の5年間）
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ドメインⅠ：大学拡充計画の推進

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員長/大学事務局長

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

（2022～2026年度）
実行計画中期目標

（2022～2026年度，5年間）
中期計画

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

長期目標（2022～2030年度，9年間）

多様な学部学科と教育研究ﾌｨｰﾙﾄﾞを有し、食と農の持続的な発展や環境保全に貢献する
「高い専門性を身につけたｼﾞｪﾈﾗﾘｽﾄ」を育成する学生数3,000名規模の総合大学を目指す。

アクションプラン
推進部署

（2022～2026年度の5年間）

12
胎内ｷｬﾝﾊﾟｽにおける講義室および図書館の拡充、研究施設の
充実等について検討する。

● ● ● ● ● D

13
新潟ｷｬﾝﾊﾟｽにおける社会連携推進機能の拡充等について検討
する。

● ● ● ● ● D

14 胎内ｷｬﾝﾊﾟｽにおける学生寮整備について検討する。 ● ● ● ● ● A

15
新潟ｷｬﾝﾊﾟｽにおける新潟医療福祉大学学生寮計画と連携した
共同学生寮計画について検討する。

● ● ● ● ● A

16
胎内ｷｬﾝﾊﾟｽ・新潟ｷｬﾝﾊﾟｽの食堂施設および売店施設等の厚
生施設の整備・充実化について検討する。

● ● ● ● ● A

17
新たな指定強化ｸﾗﾌﾞとして「陸上競技部」の創部計画を推進し、
2022年４月に創部する。

● ―

18
新たな指定強化ｸﾗﾌﾞとして「ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ部」の創部計画を推進し、
2023年４月に創部する。

◯ ● A

19
各競技団体ならびにｱﾙﾋﾞﾚｯｸｽ等との連携による新たな指定強
化ｸﾗﾌﾞの創部について検討する。

● ● ● ● ● A

20
既存ｸﾗﾌﾞを含め、指定強化ｸﾗﾌﾞの拡充に伴い必要となる施設
整備等について検討し、年次計画案を策定する。

● ● ● ● ● A

8 新潟医療福祉大学と協働し、本学新潟ｷｬﾝﾊﾟｽ
を含む北区島見町ｴﾘｱの開発計画を立案する。

21

新潟医療福祉大学との共同研究施設「健康共創科学研究所
（仮称）」の設置計画を推進するとともに開志専門職大学および
事業創造大学院大学等との教育・研究連携拠点としての機能を
充実させる。

● ● ● ● ●

法人企画部

C

22
胎内ｷｬﾝﾊﾟｽに隣接する旧:給食ｾﾝﾀｰの活用について検討す
る。

● ● ● ● ●
法人企画部

B

23
地域の事業者等と連携して有機農業や持続型食料産業のﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄを始動し、胎内ｷｬﾝﾊﾟｽ近郊等の地域を教育・研究ﾌｨｰﾙﾄﾞ
として活用する。

● ● ● ● ●

社会連携
推進課

A

Ⅰ-3 未開発大学用地等の活用による教育・研
究ﾌｨｰﾙﾄﾞの拡充計画について企画推進す
る。

9 地域特性を活かした学外での教育・研究ﾌｨｰﾙﾄﾞ
の拡充計画を推進する。

大学の持続的な発展・成長を加速させる
施設整備および開発計画等について企画
推進する。

5 教育研究機能および社会連携推進機能の更な
る充実化に向けた施設整備計画を策定する。

法人企画部

7 新たな指定強化ｸﾗﾌﾞを創部する。 法人企画部
強化部会議

6 入学者獲得および学生満足度向上に資する開
発計画を策定する。

法人企画部

Ⅰ-2
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ドメインⅡ：教育の質保証

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

Ⅱ-1 学修者本位の教育を継続・発展させるた
めに教育課程編成を点検・改善する。 1

ｱﾝｹｰﾄ等によりCPおよびDPの理解度・浸透度を調査し、学内外
へのより効果的な周知方法を検討・実行する。

○ ● ● ● ● A

2
CP・DPに対する学生の到達度のｱｾｽﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝ(評価方法)を策
定・公表する。

○ ● A

3
ｱｾｽﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝに基づき、CPおよびDPに対する学生の到達度を評
価する。

● ● ● ● A

4 CPおよびDPの評価を基に必要に応じて改定を検討する。 ● ● ● ―

5
現行ｶﾘｷｭﾗﾑ(2021年度ｶﾘｷｭﾗﾑ)とCP・DPとの整合性・一貫性を
検証する。

● ―

6
検証結果に基づく改善および教育の更なる特色化・魅力化を目
的に新ｶﾘｷｭﾗﾑ(2023年度ｶﾘｷｭﾗﾑ)を策定する。

○ ● A

7 新ｶﾘｷｭﾗﾑに即したCP・DPを策定・公表する。 ● A

8
教務委員会による新ｶﾘｷｭﾗﾑのｱｾｽﾒﾝﾄ結果に基づき、新ｶﾘｷｭ
ﾗﾑの見直しについてその必要性を検討し、必要に応じてｶﾘｷｭﾗ
ﾑを改定する。

● ―

9
Society 5.0において求められる人材育成に向けて、本学におけ
るSTEAM教育(科学・技術・工学・芸術・数学の総合的教育)のあ
り方について検討する。

● ● ● ● ● A

10
新ｶﾘｷｭﾗﾑにおけるｶﾘｷｭﾗﾑﾏｯﾌﾟを策定・公表するとともに教員・
学生への周知を徹底する。

○ ● ● ● ● B

11 新ｶﾘｷｭﾗﾑとCP・DPの整合性についてｱｾｽﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝを策定する。 ○ ● A

12
ｱｾｽﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝに基づき、新ｶﾘｷｭﾗﾑとCP・DPとの整合性・一貫性
を点検・評価する。

● ● ● ● A

13
ｱｾｽﾒﾝﾄ結果に基づき、検討が必要な課題を抽出し、必要に応
じて授業内容の見直しを行う。

● ―

14
ｼﾗﾊﾞｽ作成ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを策定し、ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに沿ったｼﾗﾊﾞｽ作成を
実行する。

○ ● ● ● ● A

15
学生にｼﾗﾊﾞｽ閲覧の重要性を周知徹底し、ｼﾗﾊﾞｽに対する意識
を向上させる。

● ● ● ● ● A

16
ｼﾗﾊﾞｽに則した授業の実施を促すとともに継続的にｼﾗﾊﾞｽを確
認・点検し、必要に応じて見直しを行う。

● ● ● ● ● C

実行計画
推進部署

3 ｼﾗﾊﾞｽを改善するとともに学生への浸透度を向
上させる。

教務委員会

2 ｶﾘｷｭﾗﾑとCPおよびDPの整合性・一貫性を点
検・評価し、必要に応じてｶﾘｷｭﾗﾑを改定する。

教学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進ｾﾝﾀｰ

教務委員会

1 CP(ｶﾘｷｭﾗﾑ・ﾎﾟﾘｼｰ)およびDP(ﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏ・ﾎﾟﾘｼｰ)
について点検・評価し、必要に応じて見直しを図
る。

教務委員会
（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）

中期目標 中期計画 アクションプラン

長期目標（2022～2030年度，9年間）

教学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに基づく質の保証された教育活動を持続的に実践し、その成果を可視化することで
”すべての学生が成長を実感する大学”として社会的評価を向上させる。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員会副委員長・教育研究WG長

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

自己点検・評価シート
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ドメインⅡ：教育の質保証

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

実行計画
推進部署

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン

長期目標（2022～2030年度，9年間）

教学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに基づく質の保証された教育活動を持続的に実践し、その成果を可視化することで
”すべての学生が成長を実感する大学”として社会的評価を向上させる。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員会副委員長・教育研究WG長

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

自己点検・評価シート

17
新ｶﾘｷｭﾗﾑにおけるｶﾘｷｭﾗﾑﾏｯﾌﾟに基づき、ｶﾘｷｭﾗﾑﾂﾘｰを策定・
公表する。

◯ ● B

18 ｶﾘｷｭﾗﾑﾂﾘｰを活用して学生への履修指導を実施する。 ● ● ● ● C

19
CAP制(履修単位上限制)の有効性・課題等を検証し、必要に応
じて見直しを行う。

● ● ● ● A

20 ﾅﾝﾊﾞﾘﾝｸﾞの導入について検討する。 ● ● ● ● A

21
初年次教育の効果や課題について分析し、その結果に基づき
初年次教育のあり方を明確にする。

● ―

22 新たな初年次教育を検討し、新ｶﾘｷｭﾗﾑに反映する。 ◯ ● A

23
新たな初年次教育の効果や効率、課題等について検証し、必要
に応じて見直しを行う。

● ● ● ● D

24
CPおよびDPのｱｾｽﾒﾝﾄﾌﾟﾗﾝに基づき、各種評価基準(卒業判定
基準、進級判定基準、CAP制等)の見直しの必要性を検討・決
定する。

◯ ● ―

25 必要に応じて各種評価基準の見直しを行う。 ◯ ● ● ―

26
IR推進ｾﾝﾀｰと連携し、教学ﾃﾞｰﾀの対象・収集方法および分析
手法・活用方法ならびに公表範囲等の方針を策定する。

◯ ● C

27
教学ﾃﾞｰﾀに関する方針に基づき、教学ﾃﾞｰﾀを収集・分析・可視
化し、関連委員会等で共有するとともに教育情報として大学ｻｲﾄ
に掲載する。

◯ ◯ ● ● ● ―

Ⅱ-3 授業内容の改善および教授技法・技術の
向上を通じて教育力を高める。

28 教員ﾆｰｽﾞおよび学生の要望等を調査・分析する。 ● ● ● ● ● A

29
教員ﾆｰｽﾞおよび学生の要望等に基づき、教育の質の向上を目
的とした研修等を実施する。

● ● ● ● ● A

30
教員ﾆｰｽﾞに基づき、研究成果および教育技法等の情報を教員
間で共有・交換できる仕組みや場を構築する。

● ● ● ● ● A

7 教学ﾃﾞｰﾀを収集・分析し、教育情報を公表す
る。

教務委員会
IR推進ｾﾝﾀｰ

Ⅱ-2 IR(Institutional Research)活動による教学
ﾃﾞｰﾀの収集・分析を推進し、学修成果等
の教育情報を可視化・公表する。

6 CPおよびDPと各評価基準の整合性を点検し、
必要に応じて見直しを図る。

教務委員会

8 教員ﾆｰｽﾞに基づき、教員間の情報共有・交換
の場を創出するとともに教育の質向上に資する
FD(Faculty Development)活動を更に充実する。

FD・SD委員会

4 履修体系図を策定し、体系的・構造的なｶﾘｷｭﾗ
ﾑ運営を継続する。

教務委員会

5 初年次教育の在り方を明確にし、必要に応じて
改善する。

教学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進ｾﾝﾀｰ
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ドメインⅡ：教育の質保証

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

実行計画
推進部署

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン

長期目標（2022～2030年度，9年間）

教学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに基づく質の保証された教育活動を持続的に実践し、その成果を可視化することで
”すべての学生が成長を実感する大学”として社会的評価を向上させる。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員会副委員長・教育研究WG長

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

自己点検・評価シート

31 授業評価ｱﾝｹｰﾄの質問項目について見直しを行う。 ● ● ● ● ● A

32
授業評価ｱﾝｹｰﾄの実施・回収方法、学生へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ方法、
活用方法等について検討・決定する。

◯ ● A

33
教育力向上に資する情報として授業評価ｱﾝｹｰﾄを積極的に活
用する。

● ● ● ●
教務委員会

(FD・SD
委員会)

A

34
学内におけるｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞの実施・活用状況に関する調査を
企画・実施する。

◯ ● ● ● ● A

35
ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞを推進するために必要な環境やｼｽﾃﾑについて
調査・検討し、原案をまとめる。

◯ ◯ ● ―

Ⅱ-4 社会が求める人材を輩出するための特色
ある教育活動を更に充実させる。

36
分野横断教育の効果や課題について検証・分析し、その結果に
基づき本学の特色化に資する分野横断教育の在り方を明確に
する。

● ―

37 新たな分野横断教育を検討し、新ｶﾘｷｭﾗﾑに反映する。 ◯ ● A

38
新たに導入する分野横断教育の効果や効率、課題等について
検証し、必要に応じて見直しを行う。

● ● ● ●
教務委員会

A

39
授業評価ｱﾝｹｰﾄ・卒業生ｱﾝｹｰﾄ等の学生の声に基づき、英語
教育の効果や課題について分析する。

● ―

40
英語担当教員による検討部会を設置し、分析結果に基づき英
語教育の在り方を再定義する。

● ―

41
英語教育の在り方を新ｶﾘｷｭﾗﾑにおける英語ｶﾘｷｭﾗﾑに反映し、
充実化させる。

● A

42
新たな英語ｶﾘｷｭﾗﾑの効果や効率、課題について検証し、必要
に応じて見直しを行う。

● ● ● ―

43
卒業生ｱﾝｹｰﾄを参考に資格取得に係る要望や課題について分
析し、資格取得に向けた教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの充実化を検討する。

● ―

44
授業科目と連動した資格取得教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを検討し、新ｶﾘｷｭﾗﾑ
に反映する。

◯ ● A

45
就職に有用な資格・検定等をｻﾎﾟｰﾄする正課外の教育支援ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑを検討し、断簡的に導入する。

◯ ● ● ● ● C

46
ｺｰｽおよび事務局との協働による資格取得ｻﾎﾟｰﾄ体制の在り方
を検討し、支援体制を充実する。

◯ ● ● ● ● A

11 4年間を通じた分野横断教育を進化させる。 教学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進ｾﾝﾀｰ

12 英語教育の在り方を再定義し、英語教育を充実
させる。

教学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進ｾﾝﾀｰ
英語教員

13 資格取得に向けた教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを充実させる。 コース
教学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進ｾﾝﾀｰ

コース
事務局

10 ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞによる授業時間数を増加させる。 教務委員会

9 授業評価方法を必要に応じて見直し、教育力向
上に活用する。

教務委員会
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ドメインⅡ：教育の質保証

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

実行計画
推進部署

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン

長期目標（2022～2030年度，9年間）

教学ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに基づく質の保証された教育活動を持続的に実践し、その成果を可視化することで
”すべての学生が成長を実感する大学”として社会的評価を向上させる。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員会副委員長・教育研究WG長

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

自己点検・評価シート

47
DXを活用した教育活動について情報収集するとともに学内での
理解を深めるための取り組みを実施する。

● ● ● ● ● A

48
DXを活用した教育(科目含む)について検討し、試験的な取り組
みを行う。

◯ ◯ ● ● ● ―

49
ﾒﾃﾞｨｱ授業(ﾘｱﾙﾀｲﾑ/ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ)等の効果・課題を検証し、ﾒﾃﾞｨｱ
授業を活用した教育活動の在り方を検討する。

◯ ● A

50
電子書籍の導入・活用を目指し、他大学の利用状況を調査する
とともにｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽの面からも検討する。

◯ ◯ ● ―

51
本学学生や教職員向けの自動問い合わせｻｰﾋﾞｽ(ﾁｬｯﾄﾎﾟｯﾄ等)
について調査・導入する。

◯ ● A

52
既存のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの利用状況を確認するとともに新規ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
導入に関する学内ﾆｰｽﾞを調査し、必要に応じて入替等を検討す
る。

◯ ◯ ● ―

53
外部講師(非常勤・ｹﾞｽﾄｽﾋﾟｰｶ―等)による実践的教育活動を推
進するとともにその実績を可視化し、継続的に広報する。

● ● ● ● ● A

54
外部講師による教育活動の成果等を検証する方法(授業評価
等)を検討し、点検・評価する。

◯ ◯ ● ● ● ―

55
社会連携活動を通じて得た企業・団体等とのﾈｯﾄﾜｰを教育活動
に活用する。

● ● ● ● ●
社会連携推進委員会

(教務委員会) A

56
本学におけるSA(Student Assistant：学部生による教育支援)・
TA(Teaching Assistant：大学院生による教育支援)の必要性・在
り方を検討する。

● ―

57
SA・TAの在り方に基づき、導入に向けた制度を策定・運用す
る。

● ● ● ● A

58
図書館利用に関する学生・教職員ｱﾝｹｰﾄを実施し、利用者の
ﾆｰｽﾞを把握する。

● ● ● ● ● A

59
2ｷｬﾝﾊﾟｽ間での貸出・返却を自由に行えるよう検討し、実現可
能なものから適宜実行する。

◯ ● S

60
WEB(ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・ﾌﾞﾛｸ等)およびSNSを活用し、図書館情報の発
信・利用促進および利用教育を推進する。

● ● ● ● ● A

61
学生ｱﾝｹｰﾄ等を参考にｾﾞﾐ室の利用環境の向上について検討
し、実現可能なものから適宜実行する。

● ● ● ● ●
総務課

A

15 企業・地域等の最前線で活躍する外部講師に
よる実践的教育活動を更に充実させる。

教務委員会

14 DX(Digital Transformation)による教育活動を推
進する。

教務委員会

図書・情報
委員会

図書・情報
委員会

Ⅱ-5 教育の質保証および向上に資する体制・
環境等を充実させる。

16 教育の質の維持・向上に必要な支援体制・制度
および教育環境を更に充実させる。

教務委員会
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ドメインⅢ：研究力の向上

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

1
第１期中期計画における研究推進(分野横断的研究推進含む)
の方針・戦略を策定し、実現可能なものから段階的に実行す
る。

○ ● ● ● ● A

2
専門委員会等の設置等、研究推進体制の強化について検討
し、段階的に実行する。

● ● ● ● ● A

3
外部研究者の活用等に関する教員ﾆｰｽﾞを調査の上、外部研究
者を受入れるための制度等について検討し、原案をまとめる。

○ ○ ● ―

4
新潟医療福祉大学、開志専門職大学、事業創造大学院大学な
らびに関連医療機関等との研究連携について検討し、段階的に
実行する。

○ ● ● ● ● A

5 学会設立について検討し、原案をまとめる。 ○ ○ ● ―

6
学外研究者との研究機器・備品等の共同利用に関する仕組み
を検討し、段階的に運用する。

○ ● ● ● ● A

7
既存の研究機器等について、更新の必要性および優先度(緊急
度)ならびに必要経費を整理し、機器更新のﾀｲﾑﾃｰﾌﾞﾙ案を策定
する。

○ ○ ● ―

8 研究力向上を目的としたｾﾐﾅｰ・勉強会等を企画・開催する。 ● ● ● ● ● A

9
個人研究費、学長特別研究費、学長裁量研究費について現状
の配分方法等を検証し、必要に応じて見直しを図る。

○ ● ● ● ● A

10
学会発表・論文投稿を支援する体制・制度ならびに経費支援に
ついて検討する。

● ● ● ● ● A

11
ILL(Inter-Library Loan：図書館間相互貸借)ｻｰﾋﾞｽの利用促進
に向けた課題を整理し、必要に応じて改善する。

● ● ● ● ●
図書・情報

委員会 S

12 研究倫理に関する説明会を継続開催する。 ● ● ● ● ● A

13
研究倫理およびｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ教育に関する各種規程を点検し、必
要に応じて改定・策定する。

● ● ● ● ● A

14
研究倫理およびｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ教育について研究者の受講義務化
を継続するとともに重要事項に関するFAQ等を作成する。

● ● ● ● ● A

15 内部監査室による内部監査(通常・特別)を継続実施する。 ● ● ● ● ● A

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

研究機構
研究支援課

長期目標（2022～2030年度，9年間）

新潟食料健康研究機構をｺｱとする研究機能を強化し、ﾏｰｹｯﾄｲﾝの発想で現場実装に直結する研究を
展開することで「実用化研究に強い大学」としてのﾌﾞﾗﾝﾄﾞを確立する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

Ⅲ-1 研究推進方針・戦略に基づく研究推進体
制を構築する。

1 研究推進方針・戦略ならびに推進体制・制度を
検討し、具体化する。

研究機構

2

3 研究活動の健全性を担保する体制・制度等を
充実させる。

自己点検・評価シート

研究力向上に資する環境・支援制度等を充実さ
せる。

研究機構

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署
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ドメインⅢ：研究力の向上

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

長期目標（2022～2030年度，9年間）

新潟食料健康研究機構をｺｱとする研究機能を強化し、ﾏｰｹｯﾄｲﾝの発想で現場実装に直結する研究を
展開することで「実用化研究に強い大学」としてのﾌﾞﾗﾝﾄﾞを確立する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

Ⅲ-2 研究機能を更に強化し、「実用化研究に強
い大学」としてのﾌﾞﾗﾝﾄﾞを醸成する。

16

短期留学制度や競争的資金におけるﾊﾞｲｱｳﾄ制度(研究以外の
業務の代行に係る経費を研究費から支出することを可能とする
制度)の導入等、総合的な施策について検討し、実現可能なも
のから段階的に実行する。

● ● ● ● ● A

17
研究者間で情報共有・交換および協働につなげる仕組みや場
を構築する。

○ ● ● ● ● A

18
RA( Research Assistant：学生および大学院生による研究支援)
の必要性・効果および導入に向けた課題を整理し、導入計画を
策定する。

○ ○ ● ―

19
競争的研究資金等の獲得に向けて、申請に係るFD研修を継続
的に実施する。

● ● ● ● ●
FD・SD委員会

A

20
外部研究資金の獲得に向けた効果的な方策(ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ制度等)
について継続的に検討し、適宜実行・改善する。

● ● ● ● ● A

21
科研費採択者の同意が得られている採択申請書を閲覧できる
体制を整備し、運用する。

○ ● ● ● ● A

22
食料産業関連の研究助成制度等について調査し、一覧作成の
上、重点ﾀｰｹﾞｯﾄを選定する。

○ ● ● ● ● A

23
URA(University Research Administrator)の必要性・効果および
導入に向けた課題を整理し、導入計画を策定する。

○ ○ ● ―

24
秘密保持契約に基づく研究連携先を拡充させるなど共同研究・
受託研究に発展する活動を更に推進する。

● ● ● ● ●
研究機構

A

25
他大学や包括連携協定先および産業界等との連携を更に強化
する。

● ● ● ● ● A

26
研究機構と連携し、本学保有の企業名簿および県内食料産業
関連企業へのｱﾝｹｰﾄ等を実施し、研究ｼｰｽﾞを調査する。

● ―

27
ｱｸﾞﾛﾌｰﾄﾞｾﾐﾅｰや研究者総覧等を活用し、本学教員の研究・教
育活動等を積極的に広報し、産業界での本学認知度を向上さ
せる。

● ● ● ● ● A

28
ｱｸﾞﾛﾌｰﾄﾞｾﾐﾅｰへの参加者など本学に興味を持った企業・団体
等と情報共有する仕組み・方法を検討し、より効果的なﾌﾟﾛﾓｰｼｮ
ﾝ活動を実行する。

● ● ● ● ● A

社会連携推進委員会

研究支援課
（研究機構）

研究機構4 研究能力を向上させる全学的な仕組み・方策を
検討し、具体化する。

5 競争的研究資金および受託研究等の獲得件
数・額の増大に向けた支援体制を充実させる。

6 共同研究・受託研究の増大につながる戦略的
な取り組みを推進する。

8



ドメインⅢ：研究力の向上

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

長期目標（2022～2030年度，9年間）

新潟食料健康研究機構をｺｱとする研究機能を強化し、ﾏｰｹｯﾄｲﾝの発想で現場実装に直結する研究を
展開することで「実用化研究に強い大学」としてのﾌﾞﾗﾝﾄﾞを確立する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

29
知的財産に関する情報を調査・収集の上、知的財産に関する指
針(ﾎﾟﾘｼｰ)を策定し、必要な規程等を整備する。

○ ○ ● ―

30
研究機構の活動に係る知的財産創出後の管理等について社会
連携推進室との連携方法および役割等を明確にし、所管組織
における管理を適切に実施する。

○ ○ ● ● ● ―

31
知的財産を活用した大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰの創出に向けた推進体制等
を検討し、支援活動を推進する。

○ ○ ● ● ● ―

32 機関ﾘﾎﾟｼﾞﾄﾘ導入ｽｹｼﾞｭｰﾙ・手順等を決定し、確実に導入する。 ○ ● A

33
図書館内および図書館ｻｲﾄ・ﾌﾞﾛｸﾞ・SNS等を活用し、研究成果
等について広く情報発信する。

● ● ● ● ● A

34
本学ｻｲﾄやSNS、その他広報媒体を活用し、研究成果等を広く
発信するとともにﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ・新聞等のﾏｽﾒﾃﾞｨｱを介したﾊﾟﾌﾞﾘｯ
ｸ・ﾘﾚｰｼｮﾝｽﾞを促進する。

● ● ● ● ● A

35
本学ｻｲﾄ(英語版含む)での研究機構ならびに研究の取り組みに
関するｺﾝﾃﾝﾂを充実させる。

○ ● ● ● ● A

36
SDGsに関する研究ﾃｰﾏを対象とした新たな学内研究助成につ
いて検討し、原案をまとめる。

○ ○ ● ● ●
研究機構

―

37
教員の研究内容とSDGｓの関連性について研究者総覧および
本学ｻｲﾄ等に掲載する。

● ● ● ● ● A

38
企業等が実践するSDGｓへの取り組みを調査し、学内で共有す
る。

● ● ● ● ● A

39 本学ｻｲﾄ内にSDGｓに関する特集ﾍﾟｰｼﾞを新設する。 ● ―

40
本学ｻｲﾄ、各種SNS、ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ等を通じて、SDGsに関する
本学の取り組みを積極的に情報発信する。

● ● ● ● ● A

社会連携推進委員会

10 SDGsに関する本学の取り組みを学内外に広報
する。

入試・広報
委員会

図書・情報
委員会

入試・広報
委員会

Ⅲ-3 SDGsの達成に貢献する研究を推進・創出
する。

8 積極的な情報発信により研究機関としてのﾌﾟﾚ
ｾﾞﾝｽを高める。

9 SDGsの達成に向けた研究を推進・創出するた
めの仕組み・方策等を検討する。

社会連携推進委員会
（研究機構）

7 知的財産の創出・保護・管理および活用に関す
るﾎﾟﾘｼｰを策定する。

9



ドメインⅢ：研究力の向上

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

長期目標（2022～2030年度，9年間）

新潟食料健康研究機構をｺｱとする研究機能を強化し、ﾏｰｹｯﾄｲﾝの発想で現場実装に直結する研究を
展開することで「実用化研究に強い大学」としてのﾌﾞﾗﾝﾄﾞを確立する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

41
第１期中期計画における研究機構の方針・戦略を策定し、本学
の研究推進のﾋﾞｼﾞｮﾝを明確にする。

● ―

42 ﾘｴｿﾞﾝｵﾌｨｽ機能の強化について検討する。 ● ● ● ● ● A

43
ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ設定および競合優位性等を踏まえた活動戦略を策定
し、社会ﾆｰｽﾞ等の変化に応じて適宜修正する。

○ ● ● ● ● A

44
新潟医療福祉大学との連携による共同研究拠点の形成につい
て検討する。

● ● ● ● ● A

45
国内外問わず類似の研究機関の取り組み等について継続的に
調査・分析する。

● ● ● ● ● B

46 新たな研究所の設置について検討する。 ● ● ● ● ● A

47 食・農関連の事業者等との連携活動を更に推進する。 ● ● ● ● ● A

48
ｾﾐﾅｰ・勉強会・講演会等の企画を立案・実行し、外部への情報
発信を更に推進する。

● ● ● ● ●
研究機構

A

49
独自ｻｲﾄの作成およびSNSの活用等のWEBﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを強化す
るとともにﾒﾃﾞｨｱﾐｯｸｽ型の情報発信を推進し、ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ﾘﾚｰｼｮﾝ
ｽﾞを促進する。

○ ● ● ● ●

入試・広報
委員会

B

12 産業界・自治体および大学間連携を促進し、外
部資金を獲得する。

11

研究機構

研究機構

13 認知度向上に向けた情報発信力を強化する。

Ⅲ-4 新潟食料健康研究機構の活動を推進し、
分野ﾄｯﾌﾟｸﾗｽの研究機関を目指して拡充・
発展させる。

研究推進に関する方針・戦略を明確にする。
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ドメインⅣ：社会連携の充実

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

1
各協定の連携事項を整理し、地域社会貢献と本学の教育・研究
実績向上につながる取り組み内容を自治体等担当者と検討す
る。

● ● ● ● ● A

2
新たに協定を締結するために自治体等の取り組みやﾆｰｽﾞを調
査する。

● ● ● ● A

3
協定締結における担当教員や連携事項等を明確にし、実効性
のある連携事業を推進する。

● ● ● ● A

4
連携協定先との定期的な情報交換を実施し、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化できる生
産物等の創出および情報発信のためのｺﾝﾃﾝﾂを入試広報部に
提供する。

● ● ● ● ● A

5
連携協定の戦略的方針に基づく取り組みを自治体等と連携して
促進する。

● ● ● ● ● A

6
連携事業に関する情報を入試広報部に提供し、WEB媒体(本学
ｻｲﾄ、SNS等)や各種ﾒﾃﾞｨｱ、大学主催ｾﾐﾅｰ等での情報発信に
つなげる。

● ● ● ● ● A

7
本学保有の企業ﾘｽﾄ等を活用し、企業等の本学への期待・ﾆｰｽﾞ
等について調査・分析する。

● ―

8
他大学で実施しているｻﾎﾟｰﾀｰｽﾞｸﾗﾌﾞ制度等について調査し、
NAFUｻﾎﾟｰﾀｰｽﾞｸﾗﾌﾞ(仮称)の基本構想（目的・制度・会費等）を
策定する。

○ ○ ● ―

9 NAFUｻﾎﾟｰﾀｰｽﾞｸﾗﾌﾞ(仮称)を創設する。 ● ● ―

10
２ｷｬﾝﾊﾟｽの活用状況やﾒﾘｯﾄおよび課題等を整理し、活用方法
を検討する。

● ● ● ● ● A

11
各ｷｬﾝﾊﾟｽ所在の自治体等との連携関係を醸成し、各ｷｬﾝﾊﾟｽの
強みを生かした取り組みを自治体等の担当者と検討する。

● ● ● ● ● A

12
自治体等との検討内容に基づく取り組みを具体化し、推進す
る。

● ● ● ● A

Ⅳ-1

社会連携推進
委員会

3

1 連携協定の戦略的方針に基づき、連携協定の
質的強化・量的拡充を図る。

社会連携推進
委員会

社会連携推進
委員会

自治体等との連携を戦略的に推進し、連
携事業を活性化させる。

2 連携協定に基づく事業を拡充し、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ価値を
向上させる。

NAFUｻﾎﾟｰﾀｰｽﾞｸﾗﾌﾞ構想を具体化する。

自己点検・評価シート

実行計画
推進部署

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン

”知の拠点”として地域や企業等の課題解決およびSDGsに貢献するとともに、大学と地域・産・官を繋ぐ
ﾊﾌﾞ機能を発揮し、地域の活性化・持続的な発展に寄与する。

長期目標（2022～2030年度，9年間）

ドメイン責任者：社会連携推進室長

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

社会連携推進
委員会

2ｷｬﾝﾊﾟｽの利点を生かした取り組みを推進す
る。

4

地域・産官学連携のﾊﾌﾞ機能となる”知の
拠点”を形成する。

Ⅳ-2
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ドメインⅣ：社会連携の充実

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

実行計画
推進部署

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン

”知の拠点”として地域や企業等の課題解決およびSDGsに貢献するとともに、大学と地域・産・官を繋ぐ
ﾊﾌﾞ機能を発揮し、地域の活性化・持続的な発展に寄与する。

長期目標（2022～2030年度，9年間）

ドメイン責任者：社会連携推進室長

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

13
社会連携推進委員会の活動について社会連携活動、就職活動
の部会化等による活動強化および迅速化を図る。

● ―

14
学内外の社会連携活動について情報収集し、新たなｱｲﾃﾞｱ等を
提案する。

● ● ● ● ● A

15
新たなｱｲﾃﾞｱ等に基づき、関連する学内外ｱｸﾀｰと情報共有し、
連携関係を強化する。

● ● ● ● ● A

16
各種ｾﾐﾅｰへの参加や関係者への訪問・ﾋｱﾘﾝｸﾞ活動等を実施
し、地域のﾆｰｽﾞ・課題を把握する。

● ● ● ● ● A

17
地域・自治体との交流機会を設け、公開ｾﾐﾅｰの共同開催等に
ついて検討する。

● ● ● ● A

18
地域住民のﾆｰｽﾞにあった公開ｾﾐﾅｰ(ｵﾝﾗｲﾝ形式含む)の在り方
を検討し、定期的に開催する。

○ ● ● ● ―

19
社会連携活動および地域貢献活動に関連するｸﾗﾌﾞ・ｻｰｸﾙの活
動内容を整理し、継続的に支援する。

● ● ● ● ● A

20
社会連携活動に関する学生のﾆｰｽﾞおよび問題意識等に関する
ｱﾝｹｰﾄ調査等を実施する。

● ● ● ● ● A

21
学生・教職員・地域等との情報共有の仕組みを構築し、社会連
携活動への学生参加を促進する。

● ● ● ● ● A

22
学生が主体的に社会連携活動に取り組むために必要な支援内
容を検討し、実現可能な取り組みについて適宜実施する。

○ ● ● ● ● A

23
社会連携活動の実績・成果および課題について全学に情報共
有する。

● ● ● ● ● A

24 学生や教職員等による活動について発表の機会を設ける。 ○ ● ● ● ● A

25
社会連携活動の企画検討においてSDGsとの関連性を意識した
企画立案に取り組む。

● ● ● ● ● A

26
地域のﾆｰｽﾞ・課題解決に向けた活動について、SDGsに貢献で
きる活動を意識した取り組みを推進する。

● ● ● ● ● A

27
学生による社会連携活動について、SDGsに貢献できる活動を
意識した取り組みを推進する。

● ● ● ● ● A

社会連携活動の推進体制を強化する。

社会連携推進
委員会

社会連携推進
委員会

社会連携推進
委員会

社会連携推進
委員会

社会連携推進
委員会

地域のﾆｰｽﾞ・課題解決に向けた特色ある取り組
みを推進する。

社会連携活動と学生教育・研究活動を有
機的に結びつけ、地域社会および国際社
会(SDGs)に貢献する事業を推進する。

Ⅳ-3 5

6

8

9

7 学生による社会連携活動を推進する。

社会連携活動を教育・研究活動へ還元する。

SDGsに貢献できる活動を推進する。
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ドメインⅣ：社会連携の充実

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

実行計画
推進部署

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン

”知の拠点”として地域や企業等の課題解決およびSDGsに貢献するとともに、大学と地域・産・官を繋ぐ
ﾊﾌﾞ機能を発揮し、地域の活性化・持続的な発展に寄与する。

長期目標（2022～2030年度，9年間）

ドメイン責任者：社会連携推進室長

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

28
同窓生への社会連携関連のｾﾐﾅｰに関するﾆｰｽﾞ調査を実施す
る。

● ● ● ● ● A

29
同窓生のﾆｰｽﾞに基づき、客員教授等による生涯教育等のｲﾍﾞﾝﾄ
について検討し、継続的に実施する。

○ ● ● ● ● A

30
同窓会との連携の仕組みを構築し、同窓会との連携による具体
的な活動を始動する。

● ―

31
会員名簿の作成・管理や同窓会誌の発行等、同窓会活動を継
続・充実化する。

● ● ● ● ● A

32
より良い活動計画の策定に向けて、同窓会会員・在学生・教職
員へ同窓会に対する意見・要望を聴取する。

○ ● ―

33
ｷｬﾘｱ支援を含む社会連携活動を目的とする在学生と卒業生と
のつながり形成の在り方を検討し、継続的な活動を展開する。

○ ● ● ● ●
社会連携推進

委員会 A

34
卒業生による在学生対象の講演会・ｾﾐﾅｰ等を企画し、継続的
に実施する。

○ ● ● ● ● A

35 卒業生と在学生との交流会等を企画し、定期的に開催する。 ○ ○ ● ○ ● ―

学生委員会

大学と卒業生の連携体制を構築し、継続的な連
携を推進する。

学生委員会
同窓会事務局

社会連携推進
委員会

同窓会事務局

同窓会活動を活性化させるとともに卒業生
との連携を推進する。

10 同窓会活動を活性化させる。Ⅳ-4

11
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ドメインⅤ：国際交流活動の推進

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

1
第１期中期計画における国際交流推進の方針・戦略を策定し、
本学の国際交流の在り方を明確にする。

● ―

2
第１期中期計画にて実行する国際交流推進の施策について検
討し、策定・公表する。

● A

3 国際交流委員会の在り方を見直し、改善案を策定する。 ● ―

4
国際化の推進・充実化に必要な情報や組織体制・環境について
調査・整理し、原案をまとめる。

○ ● B

5
国際化推進を専門に行う組織・部署・担当者を配置する必要性
やその内容を検討し、原案をまとめる。

○ ● ―

6
教員の留学制度(短期・長期・海外研修等)について他大学等の
制度および教員のﾆｰｽﾞを調査・研究し、留学制度の骨子をまと
める。

○ ○ ●

総務会
(国際交流
委員会) ―

7
他大学の事例や国の支援制度(さくらｻｲｴﾝｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等)に関す
る情報を調査・研究し、本学に適用可能な施策を整理する。

○ ● A

8
海外からの研究者・学生等の受入体制について原案をまとめ、
その実行に向けて必要となる環境や資源について整理する。

○ ○ ● ―

9
国際交流推進方針・戦略に基づき、戦略的協定締結における重
点ｴﾘｱを設定し、候補を抽出する。

● ● A

10
協定締結に向けて候補大学・研究機関等との協議を推進し、協
定を締結する。

● ● ―

11
国際交流推進方針・戦略に基づき、交流事業案を検討・策定す
る。

○ ● ―

12
連携協定校等交流事業に関する具体案を策定し、継続的に実
行する。

● ● ―

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン

長期目標（2022～2030年度，9年間）

海外連携協定校の拡充および交流促進を図るとともに、多様な留学生が在籍する本学の特色を活かし
たｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材を育成し、国際的な知名度を高める。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

実行計画
推進部署

国際交流
委員会

国際交流
委員会

国際交流推進方針・戦略に基づき、連携協定校
を増加させる。

4

5 連携協定校・機関等との交流事業を充実させ
る。

国際化に向けた方針・戦略に基づき、国際
交流活動の活性化に向けた基盤を整備す
る。

2 国際化を推進するための組織体制・制度等につ
いて検討し、具体化する。

海外からの研究者・学生等の受入体制を検討
し、具体化する。

国際交流推進方針・戦略を策定し、本学の国際
交流の在り方を明確にする。

1

国際交流
委員会

国際交流
委員会

国際交流
委員会

3

海外連携協定校を増加させ、交流事業を
推進する。

V-2

V-1

14



ドメインⅤ：国際交流活動の推進

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン

長期目標（2022～2030年度，9年間）

海外連携協定校の拡充および交流促進を図るとともに、多様な留学生が在籍する本学の特色を活かし
たｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材を育成し、国際的な知名度を高める。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

実行計画
推進部署

13 海外研修の実施結果を踏まえ、目的・内容を検討・整理する。 ○ ● C

14
海外研修の目的・内容および学生ﾆｰｽﾞに合致するように研修
内容を改善・充実させる。

○ ● ―

15
他大学の事例や国の支援制度(ﾄﾋﾞﾀﾃ！留学JAPAN日本代表ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑ等)に関する情報を調査・研究し、本学に適用可能な施策
を整理する。

● ● A

16
学生の海外留学における課題を整理し、その対応策を検討す
る。

● ● ―

17 留学支援制度の原案をまとめる。 ● ―

18
英語版ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを定期的に更新するとともに各種SNSでの情
報発信を強化する。

● ● ● ● ● A

19
留学生獲得および国際交流活動の推進に向けて、広報効果が
高い外部ｻｲﾄ等を調査し、それらを活用した情報発信を強化す
る。

○ ● ● ● ● A

海外への情報発信を強化する。8

6

入試・広報
委員会

V-4 国際的な発信力を向上させる。

国際交流
委員会

国際交流
委員会

学生の海外研修の在り方を検討し、研修内容を
充実させる。

V-3 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな視点を養成するための国際体
験機会を充実させる。

7 留学に向けた支援制度を充実させる。
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ドメインⅥ：学生支援の充実

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

1
学生ｱﾝｹｰﾄや卒業生ｱﾝｹｰﾄ等を継続的に実施するとともにIR推
進ｾﾝﾀｰと連携し、調査内容の見直しを行う。

● ● ● ● ● A

2
ｱﾝｹｰﾄ結果等を分析し、学生支援の質的向上に資する情報お
よび課題について全学で共有する。

● ● ● ● ● A

3 DXによる新たな情報収集・管理方法等について検討する。 ● ● ● ● ●
IR推進ｾﾝﾀｰ

A

4
IR推進ｾﾝﾀｰと連携し、より効果的かつ効率的なﾃﾞｰﾀ収集・分
析・共有の手法を検討・実践する。

○ ○ ● ● ● ―

5
文部科学省による「全国学生調査(試行実施)」および試行実施
後の調査に参画し、学生支援の向上に活用する。

● ● ● ● ● A

6
学内で保有している学生支援に関する各種情報(学生ﾃﾞｰﾀ、ｱﾝ
ｹｰﾄ調査結果等)を調査し、新たに収集すべき情報等について
検討・決定する。

● ● B

7 DXによる新たな分析手法等について検討する。 ● ● ● ● ● A

8
これまでの退学・休学・留年について入試情報も含めた属性分
析を実施する。

● ―

9
属性分析結果に基づき、早期に実現できる支援策を検討・実行
する。

○ ● ● ● ● A

10
より効果的な支援を実践するために必要な体制(専門人材の活
用等含む)および環境整備等について継続的に検討する。

● ● ● ● ● A

11
要支援学生の区分とそれに適した呼称を検討・決定し、全学で
共有する。

○ ● B

12
ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄ制度の必要性および効果について検討し、導入要否
を含む原案をまとめるとともに実現可能な取り組みについて適
宜導入する。

○ ● ● ● ● A

13 DXによる新たな対策立案手法等を検討する。 ● ● ● ● ●
IR推進ｾﾝﾀｰ

A

14
担任制や学生相談ﾌﾛｰ、ｵﾌｨｽｱﾜｰ等の既存の制度・体制につ
いて見直しを行う。

● ● B

15
教職協働による支援方法・体制等について課題を整理し、改善
策を検討・実行する。

○ ○ ● ● ● ―

16
これまで実施してきた学生ｱﾝｹｰﾄならびに卒業生ｱﾝｹｰﾄ等を分
析し、学生ﾆｰｽﾞを整理する。

● ―

17
学生ﾆｰｽﾞに応える支援を実践するための人員・環境等の必要
な体制の構築に向けて検討する。

● ● ● ● A

教職協働による支援体制ならびにより効
果的な学修支援の仕組み・方法を構築し、
学生個々に応じた支援を充実させる。

Ⅵ-2 学生委員会

学生委員会

学生委員会

3

教職協働による支援を充実させる。

学生のﾆｰｽﾞに応えることができる支援体制を検
討し、構築する。

Ⅵ-1 学生委員会
IR推進ｾﾝﾀｰ

学生支援の質向上を目的に学生支援に係
る各種ﾃﾞｰﾀおよび学生ﾆｰｽﾞを収集・分析・
共有する。

IR推進ｾﾝﾀｰ

学生委員会
IR推進ｾﾝﾀｰ

4

5

要支援学生の傾向分析に基づき、退学・休学・
留年等の抑止に向けた、早期発見・対策実行を
可能とする仕組みを構築し運用する。

これまで実施してきた手法の課題を踏まえ、より
効果的かつ効率的なﾃﾞｰﾀ収集・分析・共有の手
法の開発に取り組む。

1

2

これまでに実施してきた調査・ｱﾝｹｰﾄ等の手法
を継続し、収集・分析・共有を更に推進する。

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

長期目標（2022～2030年度，9年間）

学生の個性に寄り添う支援・ｻｰﾋﾞｽを更に充実させることで、学生満足度を向上させるとともに徹底した
就職支援により分野ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝの就職実績を達成する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）
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ドメインⅥ：学生支援の充実

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

長期目標（2022～2030年度，9年間）

学生の個性に寄り添う支援・ｻｰﾋﾞｽを更に充実させることで、学生満足度を向上させるとともに徹底した
就職支援により分野ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝの就職実績を達成する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

18
学修支援に係る取り組みの現状・実態を整理し、その効果を検
証する。

● ● ● ● ● A

19
学修支援に資するUNIPAの機能について再検討し、改善点につ
いてｼｽﾃﾑ改修の具体案を策定する。

○ ○ ● ―

20
より効果的な学修支援を実践するために必要な体制(専門人材
の活用等含む)や環境整備について検討する。

● ● ● ● ● A

21
学修支援のための教務指導の仕組み(SA・TA、ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄ含む)
について検討し、実現可能な取り組みについて適宜導入する。

○ ● ● ● ● B

22
学生の属性に応じた学修意欲の維持・向上策について検討・実
行する。

○ ○ ● ● ● ―

23
入学時および学年始業時のｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝについて、より効果的
な方策・内容を検討・改善する。

○ ○ ● ● ● ―

24
教職員と学生間および学生同士の相互関係を深めるための方
策を検討し、学友会とともに実施する。

○ ○ ● ● ● ―

25
指定強化部学生への学修意欲の維持・向上策について検討・
実行する。

○ ● ● ● ● A

26
学修やｽﾎﾟｰﾂ活動・文化活動・貢献活動等に応じた表彰制度(ま
たはそれに類する制度)について検討する。

● ● ● ● ● A

Ⅵ-3 こころとからだの両面での健康支援を充実
させる。 27

医務室および心理相談室の現状を調査・分析し、課題や改善策
を検討・改善する。

○ ● ● ● ● A

28
学生の健康維持・健康管理についてその支援策を検討・実行す
る。

○ ○ ● ● ● ―

29
健康支援を専門に行う組織・部署・担当者を配置する必要性や
その内容を検討し、原案をまとめる。

○ ○ ● ―

30
学生のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽの状況を把握するための仕組み・方法を検討・
実行する。

○ ● A

31
外部の医療機関等との効果的な連携について検討し、健康ｻ
ﾎﾟｰﾄ支援体制を充実する。

○ ○ ● ● ● ―

32
関連部署と連携し、障がい等を有する学生の利便性向上に必
要な施設整備等について検討する。

● ● ● ● ● A

33
学生委員会とFD・SD委員会の協働による学生支援対応能力向
上に資する研修を継続的に開催する。

● ● ● ● ●
学生委員会

(FD・SD委員会) A

学生委員会

学修支援の効果を検証し、支援内容を充実させ
る。

学生委員会
医務室

心身の健康ｻﾎﾟｰﾄ体制を充実させる。8

7 学修意欲の維持・向上に向けた、入学～卒業ま
での体系的な支援策を検討・実行する。

6 教務委員会
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ドメインⅥ：学生支援の充実

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

長期目標（2022～2030年度，9年間）

学生の個性に寄り添う支援・ｻｰﾋﾞｽを更に充実させることで、学生満足度を向上させるとともに徹底した
就職支援により分野ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝの就職実績を達成する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

34
危機管理委員会を含む組織体制について再検討し、役割を明
確にする。

○ ○ ● ―

35
COVID-19および感染症の流行傾向を把握し、学内へ継続的に
注意喚起するとともに学内関係者の発生状況を即時に把握でき
る仕組みを構築する。

● ● ● ● ● A

36
政府、自治体、医療機関等による感染予防情報を収集・活用
し、より効果的な学内感染予防を継続的に実施する。

● ● ● ● ● A

Ⅵ-4 安全・安心・快適で充実した学生生活が過
ごせるよう、学生生活に係る支援を充実さ
せる。

37
満足度評価に必要な情報を整理の上、必要に応じて新たな調
査を実施し、満足度向上の施策を検討する。

● ● A

38
学友会や後援会、同窓会との連携による施策を検討し、必要に
応じて実行するとともにその効果を検証する。

○ ○ ● ● ● ―

39
他大学の効果的な事例を調査・研究し、本学での導入について
検討する。

● ● A

40
胎内ｷｬﾝﾊﾟｽおよび新潟ｷｬﾝﾊﾟｽに関するｱﾝｹｰﾄ調査を実施し、
両ｷｬﾝﾊﾟｽにおける学生ｻｰﾋﾞｽの向上策を検討する。

● ● ● ● ●
学生委員会

新潟ｷｬﾝﾊﾟｽ長 A

41
図書館ｻｰﾋﾞｽの充実および環境改善・整備について具体案を策
定し、実現可能な施策について適宜実行する。

○ ● ● ● ●
図書・情報

委員会 A

42
喫食等のための休憩ｽﾍﾟｰｽ(屋内外)の拡充について検討し、実
現可能な取り組みについて適宜対応する。

● ● ● ● ● A

43
胎内ｷｬﾝﾊﾟｽ施設(体育館、ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ等)の休日開放について検討
し、その可否および対応方法を決定する。

○ ● A

44
食事環境等に関する学生ﾆｰｽﾞを調査し、学食ﾒﾆｭｰおよび移動
販売の充実化を検討・実行する。

○ ● ● ● ● A

45
ｽｸｰﾙﾊﾞｽの利用状況や利便性等を確認し、配車数、運行ﾙｰﾄ
等を定期的に見直す。

● ● ● ● ● A

46
売店や宅配ｻｰﾋﾞｽ等、学内での学生生活ｻｰﾋﾞｽ向上のための
環境について検討し、実現可能な取り組みについて適宜実行す
る。

● ● ● ● ● A

感染症防止策を継続する。9 危機管理
委員会

学生委員会

総務課

学生生活満足度の向上に向けた各種支援ｻｰﾋﾞ
ｽを充実させる。

10
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ドメインⅥ：学生支援の充実

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

長期目標（2022～2030年度，9年間）

学生の個性に寄り添う支援・ｻｰﾋﾞｽを更に充実させることで、学生満足度を向上させるとともに徹底した
就職支援により分野ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝの就職実績を達成する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

47
ｸﾗﾌﾞ・ｻｰｸﾙ活動の実状を調査し、課題を把握するとともに課題
改善に向けた支援策を検討・実行する。

○ ● ● ● ● A

48
学友会活動の実状を調査し、課題を把握するとともに活性化に
向けた支援策や企画等を検討・実行する。

○ ● ● ● ● C

49
学年やｺｰｽ、性別、国籍を超えて学生全体が交流できる機会を
創出する。

○ ○ ● ● ● ―

50
同郷出身者同士の交流を深める県人会等の有用性や在り方に
ついて検討し、必要に応じて活動を展開する。

○ ○ ● ● ● ―

51
本学独自の給付金制度(経済困窮・家計急変)の導入について
検討する。

● ● ● A

52
本学独自の新たな奨学金制度(成績優秀者)の導入について検
討する。

● ● ● B

53
本学学生(留学生含む)に適合する奨学金を調査・開拓し、適宜
継続的に情報発信する。

● ● ● ● ● A

54
学費や経済的支援に関する学生相談窓口等について検討し、
必要に応じて設置する。

○ ● A

55
学生対象のﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止講習において、内容への関心・理解の
促進につながる取り組みを検討し、継続的に実施する。

● ● ● ● ● A

56
１年生対象の人権教育講習(同和問題講習)の受講ｱﾝｹｰﾄを実
施・分析し、より効果的な内容へ改善する。

● ● ● ● ● A

57 外部講師による「ﾃﾞｰﾄDVｾﾐﾅｰ(仮称)」を企画・実施する。 ● ● ● ● ● D

58
ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成・配布および本学ｻｲﾄ上での情報発信等を継続
し、ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止対策および相談体制への理解を向上させる。

● ● ● ● ● A

59
人権保護およびﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関する本学の取り組みについて
学内ｱﾝｹｰﾄを実施し、理解度を確認するとともに内容の充実化
を図る。

● ● ● ● ● C

経済的支援を充実させる。12

13 人権保護およびﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に向けた支援を充
実させる。

学生委員会

総務会
事務局

人権委員会

11 課外活動への支援を充実させるとともに学生間
の交流機会を増加させる。
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ドメインⅥ：学生支援の充実

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

長期目標（2022～2030年度，9年間）

学生の個性に寄り添う支援・ｻｰﾋﾞｽを更に充実させることで、学生満足度を向上させるとともに徹底した
就職支援により分野ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝの就職実績を達成する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

60
これまでの支援内容や対応事例を参考に、留学生への支援が
必要と思われる項目・課題を整理する。

● ―

61
留学生を対象とした修学・学生生活等に関する満足度調査を継
続的に実施する。

● ● ● ● ● A

62
課題分析および留学生ｱﾝｹｰﾄ結果等に基づき、必要な支援策
について検討・実行する。

○ ● ● ● ● A

63
留学生の出欠状況を適宜注視し、欠席が連続・頻出している学
生への支援・指導を強化する。

● ● ● ● ● A

64
多くの留学生に共通する課題や躓きなどを整理し、留学生向け
情報として本学ｻｲﾄ等に掲載する。

○ ●
学生委員会
(入試・広報

委員会)
B

65
留学生支援を専門に行う組織・部署・担当者を配置する必要性
やその内容を検討し、原案をまとめる。

○ ○ ○ ●
総務会
事務局 ―

66
日本語修得のための学修(日本語教室)を必修科目として配置
することを検討し、要否を決定する。

○ ● A

67
日本語修得のための学修(日本語教室)を必修科目として配置
する場合は、より効果的な科目運営の方法や体制を検討・実行
する、

○ ● ● ● ―

68
日本語能力向上のための入学前教育について成果および課題
を検証の上、必要に応じて改善策を検討し、関連部署等へ提案
する。

● ● ● ● ● B

69
N1取得のための指導・ｻﾎﾟｰﾄ体制の見直しおよび施策(表彰制
度・費用補助・ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄ制度等)について検討する。

● ● ●
学生委員会

A

70 留学生と日本人学生が交流できる機会を更に充実させる。 ● ● ● ● ● A

71
留学生が課外活動(ｸﾗﾌﾞ・ｻｰｸﾙ活動)に積極的に参加できる方
策を検討・実行する。

○ ● ● ● ● B

72
留学生による地域交流活動・地域貢献活動を活性化させる方
策を検討・実行する。

○ ● ● ● ● A

73
地域貢献に関する地域のﾆｰｽﾞを調査し、地域活動とのﾏｯﾁﾝｸﾞ
を図り留学生の活躍の場として関連部署・委員会に情報提供す
る。

● ● ● ● ●

社会連携推進
委員会

A

74
本学ｻｲﾄ内の留学生向け情報ﾍﾟｰｼﾞを充実化させるとともに留
学生の活動に関する広報を更に促進する。

● ● ● ● ●
入試・広報

委員会 A

学生委員会
(国際交流
委員会)

教務委員会

学生委員会Ⅵ-5

15 日本語能力向上に向けた、入学～卒業までの
体系的な支援策を検討・実行する。

留学生による大学の特色化(地域貢献活動含
む)を促進する。

14留学生個々の課題に応じた支援を充実さ
せるとともに留学生の活躍の場を創出す
る。

課題分析に基づき、留学生へ必要な支援内容
を整理し、支援内容を更に充実させる。

16
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ドメインⅥ：学生支援の充実

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

長期目標（2022～2030年度，9年間）

学生の個性に寄り添う支援・ｻｰﾋﾞｽを更に充実させることで、学生満足度を向上させるとともに徹底した
就職支援により分野ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝの就職実績を達成する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

75
ｷｬﾘｱｾﾝﾀ－機能の更なる充実化に向けて、必要となる組織・人
員・環境整備等について検討する。

● ―

76
企業情報、求人情報を蓄積し、学生に対するﾕﾋﾞｷﾀｽ環境ｻｰﾋﾞｽ
を更に充実させる。

● ● ● ● ● A

77
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟにおける就業体験を推奨するとともにｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ参
加率を向上させるための施策および効果的な情報提供方法を
検討・実行する。

● ● ● ● ● A

78
外部の有資格者等との連携による支援策を検討し、支援内容を
充実する。

● ● ● ● ● A

79
IR推進ｾﾝﾀｰと連携し、DXによる新たな学生情報(ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ・電
子ｶﾙﾃ等)の管理・活用方法等について検討する。

● ● ● ● ●
ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ
IR推進ｾﾝﾀｰ A

80
ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ職員のｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ資格等の資格取得を推奨す
る。

● ● ● ● ●
事務局

A

81
授業評価ｱﾝｹｰﾄや卒業生ｱﾝｹｰﾄ等を通じて、ｷｬﾘｱ教育および
ｷｬﾘｱ支援の成果を点検・評価する。

● ● ● ● ● A

82
就職先企業等への追跡調査を通じて、卒業生の状況および企
業からの評価・要望・期待等を把握・分析する。

● ● ● ● ● A

83
各種ｱﾝｹｰﾄ・調査の結果分析に基づき改善策を検討・実行す
る。

● ● ● ● ● A

84
ｷｬﾘｱ教育(教員主導)とｷｬﾘｱ支援(ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ主導)がより効果
的に連携する仕組みを構築し、学生支援・指導を更に充実す
る。

● ● ● ● ● A

85
1.2年次生および留学生を対象とした効果的な就職支援策を調
査・検討し、各種支援策を更に充実する。

● ● ● ● ● A

86
卒業後の未就業者、早期離職者など支援が必要と思われる卒
業生に対する継続的な支援策および支援体制を検討・実行す
る。

○ ● ● ● ● A

87 保護者のﾆｰｽﾞを把握する方法を検討・実施する。 ● ● ● ● ● A

88
保護者のﾆｰｽﾞに基づき、保護者会および保護者向けの情報発
信(後援会誌含む)の内容を更に充実する。

● ● ● ● ● A

89
ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽや大学祭等の活用も含め、保護者が大学に訪問
する機会について検討する。

● ● ● ● ● C

事務局

ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ

ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ
科目担当

保護者ﾆｰｽﾞに基づく情報発信を強化するととも
に交流機会を充実させる。

保護者との連携・情報共有の機会を充実
させる。

Ⅵ-7 19

17Ⅵ-6 学生ひとり一人が希望する就職の実現に
向けて、早期からのｷｬﾘｱ支援を強化す
る。

就職支援体制を強化する。

ｷｬﾘｱ教育・ｷｬﾘｱ支援の成果を点検・評価し、学
生および就職先企業等からのﾆｰｽﾞに即して更
に充実させる。

18
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ドメインⅦ：大学スポーツ振興の推進

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

1
学生ﾆｰｽﾞを収集するために指定強化部員を対象としたｱﾝｹｰﾄ
調査を実施する。

● ● ● ● ● D

2
ｽﾎﾟｰﾂ支援を専門に行う組織・部署・委員会・担当者の設置を検
討し、原案をまとめる。

○ ● C

3
ｽﾎﾟｰﾂ特待生制度の継続審査基準、対象要件の見直しおよびｽ
ﾎﾟｰﾂ実績に応じた奨励金制度等について検討し、必要に応じて
適宜改定・制定する。

○ ● ● C

4
指定強化部および活動支援ｸﾗﾌﾞの運営に必要な規程・規則に
ついて点検し、必要に応じて適宜改定・制定する。

● ● ● ● ● D

5
文武一道を実践するために、各種ﾃﾞｰﾀ(学生ｱﾝｹｰﾄ結果、教学
ﾃﾞｰﾀ等)を分析し、課題を抽出する。

● ● ● ● ● B

6
学修支援の充実のために効率的な練習時間、練習場所につい
て検討し、適宜改善する。

○ ○ ● ―

7
指定強化部卒業生によるｾﾐﾅｰ・講話等のｷｬﾘｱ支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを
検討・実施する。

○ ● ● ● ● A

8
教務委員会が保有する教学ﾃﾞｰﾀ等に基づき、当該学生の特徴
等を抽出し、強化部会議等へﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸする。

● ● ● ● ●
教務委員会

A

9
早期からのｷｬﾘｱﾋﾞｼﾞｮﾝの形成に向けた支援を推進するとともに
ｽﾎﾟｰﾂ関連の進路を含む支援策を検討・実行する。

○ ● ● ● ●

キャリアセンター

A

Ⅶ-2 ｽﾎﾟｰﾂ活動を通じたﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞを推進す
る。

10
新潟医療福祉大学、開志国際高等学校ならびに各ｱﾙﾋﾞﾚｯｸｽと
の連携による施設の共同利用、ﾄﾚｰﾅｰ派遣等について検討し、
連携体制を更に充実させる。

○ ○ ● ● ● ―

11
練習管理および生活指導に関して開志国際高等学校等との連
携を検討し、連携体制を構築する。

○ ○ ● ● ● ―

12 企業によるｻﾎﾟｰﾄの在り方を検討し、ｻﾎﾟｰﾄ体制を構築する。 ○ ● D

13
胎内市内の小・中学生を対象としたｽﾎﾟｰﾂ指導のﾆｰｽﾞを調査
し、ﾆｰｽﾞに沿ったﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを企画・実行する。

○ ● ● D

14
本学主催の大会・記録会等を開催することについて、そのﾒﾘｯﾄ
や課題について整理し、実施計画案を策定する。

○ ○ ● ―

15
社会連携活動および地域貢献活動を通じて、地域のﾆｰｽﾞ等に
ついて情報収集し、強化部会議にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸする。

● ● ● ● ●
社会連携推進委員会

A

強化部会議
事務局

強化部会議
事務局

強化部会議
事務局

Ⅶ-1

外部機関との連携を踏まえた、強化体制・環境
を整備する。

3

1 学生ﾆｰｽﾞに基づき、ｽﾎﾟｰﾂ活動と学業の両立を
支援する体制を整備する。

強化部会議
事務局

強化部による地域貢献活動を推進する。4

課題分析に基づき、学修支援およびｷｬﾘｱ支援
を更に充実させる。

2

学業とｽﾎﾟｰﾂ活動の両立（文武一道）に向
けた支援を充実させる。

自己点検・評価シート

大学ｽﾎﾟｰﾂの新たな在り方を提案し、ｽﾎﾟｰﾂを通じた地域活性化を推進するとともに、食とｽﾎﾟｰﾂの融
合による独自の教育研究活動を展開し、ｵﾝﾘｰﾜﾝの特色としてﾌﾞﾗﾝﾄﾞ価値を向上させる。

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

長期目標（2022～2030年度，9年間）

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員長/大学事務局長

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）
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ドメインⅦ：大学スポーツ振興の推進

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

大学ｽﾎﾟｰﾂの新たな在り方を提案し、ｽﾎﾟｰﾂを通じた地域活性化を推進するとともに、食とｽﾎﾟｰﾂの融
合による独自の教育研究活動を展開し、ｵﾝﾘｰﾜﾝの特色としてﾌﾞﾗﾝﾄﾞ価値を向上させる。

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画

推進部署

長期目標（2022～2030年度，9年間）

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員長/大学事務局長

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

16
指定強化部および競技ｽﾎﾟｰﾂの成果を集約する仕組みを構築
し、大会実績・活動実績等の情報発信を充実させる。

● ● ● ● ● A

17
指定強化部の独自ｻｲﾄおよび公式SNSの設置等、WEBを活用し
たﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ施策を検討し、適宜実行する。

● ● ● ● ● A

18
指定強化部のﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝﾋﾞﾃﾞｵを企画・作成し、本学ｻｲﾄ等で公
開する。

○ ●
強化部会議

事務局 A

19
ｺｰﾁおよびｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌの配置等、指導体制の充実化について
その必要性や効果等を踏まえて検討し、原案をまとめる。

○ ○ ● ―

20
入試広報部が保有する資料発送先や高校訪問情報等について
共有し、より効果的・効率的なｽｶｳﾃｨﾝｸﾞ活動を推進する。

● ● ● ● ● A

21
ｽｶｳﾃｨﾝｸﾞ体制の充実化に必要な課題を整理し、原案をまとめ
る。

○ ● B

22
ｽﾎﾟｰﾂ選抜入学者の追跡調査を実施・分析し、課題解決に向け
て入試制度および特待生制度等を見直す。

● ● ● ● ● A

23
他大学等の事例や必要な環境・体制等について情報収集し、本
学におけるｽﾎﾟｰﾂ留学生の獲得・受入に向けた課題を整理す
る。

○ ○ ●

強化部会議
事務局

―

24
ｽﾎﾟｰﾂ留学生獲得に向けた入試制度および特待生制度等を検
討し、原案をまとめる。

○ ○ ●
入試・広報

委員会 ―

25
監督・部長ならびに各部の主将・主務等の役割を明確にし、必
要に応じて規程化・文書化する。

○ ● A

26
管理・運営に係る現行ﾙｰﾙ・規程等を点検し、必要に応じて適宜
改正・策定する。

● ● ● ● ● A

27
より安全・安心な活動を実践するために必要な設備・備品等に
ついて整理し、原案をまとめる。

● ●
強化部会議

総務課 B

28
UNIVAS「安全安心ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」等を踏まえ、部活動における安全
管理ﾏﾆｭｱﾙを検討・策定する。

○ ● D

29 練習環境およびｽﾎﾟｰﾂ施設・設備の安全点検を実施する。 ● ● ● ● ● A

入試・広報
委員会

強化部会議
事務局

強化部会議
総務課

入試・広報
委員会

強化部会議
事務局

学内外への情報発信を強化する。5

ｽｶｳﾃｨﾝｸﾞ体制を充実し、ｽｶｳﾃｨﾝｸﾞ活動を更に
推進する。

6

指定強化部におけるｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ体制および
危機管理体制を構築する。

Ⅶ-4

安心・安全なｽﾎﾟｰﾂ活動環境・管理体制を構築
する。

9

監督・部長の役割を明確にし、管理・運営体制
を強化する。

8

ｽﾎﾟｰﾂ留学生の獲得に向けて、必要な環境・体
制等を検討する。

7

文武一道の理念に共感する優秀なｱｽﾘｰﾄ
を獲得する。

Ⅶ-3
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ドメインⅧ：学生募集活動の強化

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

Ⅷ-1 各種ﾃﾞｰﾀ分析に基づき、より効果的な学
生募集活動を推進する。 1

入試結果について属性分類別(エリア別・男女別・選抜区分別・
高校偏差値別等)の分析を継続して実施する。

● ● ● ● ● A

2
ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ大学(近隣大学および競合大学)を選定し、学生募集状
況や広報活動施策等を調査・分析する。

● ● ● ● ● A

3
入学者・非入学者、在学生等へのｱﾝｹｰﾄを実施するとともに媒
体業者による情報等を活用し、受験生のﾆｰｽﾞやﾄﾚﾝﾄﾞを調査・
分析する。

● ● ● ● ● A

4

各種情報のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化、BIﾂｰﾙ(Business Intelligence：ﾃﾞｰﾀ収
集・分析・可視化を支援するｿﾌﾄｳｪｱ)、AI(Artificial Intelligence：
人工頭脳)技術の活用等、DXによる新たな分析手法を検討・導
入する。

○ ○ ● ● ● ―

5
各種ﾃﾞｰﾀ分析に基づき、ﾀｰｹﾞｯﾄ別・選抜区分別の学生募集方
針を策定し、広報計画を立案・実行する。

● ● ● ● ● A

6
WEB型(非接触型)・対面型(接触型)のﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞによる広報活動
を更に推進する。

● ● ● ● ● A

7
DX(ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化、BIﾂｰﾙの活用、AIﾂｰﾙの活用等)による新たな
戦略立案手法を検討・導入する。

○ ○ ● ● ● ―

8
各種情報を迅速に集約する体制を構築し、ﾒﾃﾞｨｱへの情報発信
を戦略的に強化する。

● ● ● ● ● A

9
ﾌﾞﾛｸﾞ、SNS、動画等による情報発信を強化し、ﾕｰｻﾞｰのﾌｧﾝ化を
促進する。

● ● ● ● ● A

10
参加者ﾆｰｽﾞに応じた実施形態の多様化(来場型・ｵﾝﾗｲﾝ型・ﾗｲ
ﾌﾞ配信型・ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型）を促進するとともに新規参加者・ﾘﾋﾟｰﾄ参
加者別のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを充実する。

● ● ● ● ● A

11
参加者ｱﾝｹｰﾄ等により参加者ﾆｰｽﾞを継続的に調査・分析し、ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ内容の見直し・改善および新規企画の立案に結びつける。

● ● ● ● ● A

12
重点高校の選出および高大接続・高大連携に係る方針および
戦略を検討・策定する。

● A

13
高大接続・高大連携の方針・戦略に基づき、高等学校等との連
携を推進する。

● ● ● ● ● A

14 出張講義への参加および大学見学会の受入れを強化する。 ● ● ● ● ● A

自己点検・評価シート

中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画
推進部署

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

長期目標（2022～2030年度，9年間）

DXの推進により新たな広報手法の開発および広報効果の最大化を実現するとともに、入試制度を恒
常的に点検・改善し、ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ・ﾎﾟﾘｼｰに適う入学者を安定的に獲得する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

2 ﾃﾞｰﾀ分析に基づき、ﾀｰｹﾞｯﾄ別・選抜区分別の募
集戦略・計画を立案・実行する。

入試・広報
委員会

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）
1 入試結果・受験生ﾆｰｽﾞ・他大学の動向等、学生

募集に係る各種情報を調査・分析する。
入試・広報

委員会

3 特色・魅力および大学での各種活動状況等を
広く全国へ発信する。

入試・広報
委員会

入試・広報
委員会

4 多様なﾆｰｽﾞに対応するｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽを更に充
実させる。

入試・広報
委員会

5 高大接続・高大連携に係る方針・戦略を策定
し、連携事業等を充実させる。
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ドメインⅧ：学生募集活動の強化

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画
推進部署

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

長期目標（2022～2030年度，9年間）

DXの推進により新たな広報手法の開発および広報効果の最大化を実現するとともに、入試制度を恒
常的に点検・改善し、ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ・ﾎﾟﾘｼｰに適う入学者を安定的に獲得する。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）

15
入試結果分析・評価、入学生ｱﾝｹｰﾄを踏まえた広報計画を立案
し、より効果的な広報物の作成および大学院ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ等を
実施する。

● ● ● ● ● A

16
大学院進学に関する在学生ｱﾝｹｰﾄ・ﾋｱﾘﾝｸﾞ等を実施し、大学院
募集に活用する。

● ● ● ● ● A

17
ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰとの連携による大学院説明会の実施等、在学生へ
の情報提供を強化する。

● ● ● ● ● A

18
入学者選抜試験の出願条件・試験内容・評価基準等とAPとの
関連性を明示する。

● ● ● ● ● A

19
入学者選抜試験が学力の3要素を踏まえたAPに沿って適切に
運用されているかを点検・評価し、適宜適正化を図る。

● ● ● ● ● A

20
本学および競合大学の入学選抜方法や入試結果等を継続的に
調査・分析する。

● ● ● ● ● A

21
文部科学省の大学入試改革の方針ならびに各種調査・分析結
果等を踏まえた入学者選抜方法について検討する。

● ● ● ● ● A

22
特待生入学者の調査・分析等を実施し、必要に応じて各種特待
生制度の見直しを図る。

● ● ● ● ● A

23
出願書類や筆記試験の電子化を検討し、非接触型入試を促進
する。

● ● ● ● ● A

9 受験生・保護者・高校教員等の幅広いｽﾃｰｸﾎﾙ
ﾀﾞｰへの入試情報の提供を更に促進する。 24

各種広報活動と連携し、受験生・保護者・高等学校教諭等の幅
広いｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰのﾆｰｽﾞやｳｫﾝﾂに沿った情報提供を促進する。

● ● ● ● ●
入試・広報

委員会 A

25 文部科学省の付帯事項に基づき、入試制度を改善する。 ● A

26
入試結果について継続して調査・分析し、必要に応じて改善す
る。

● ● ● ● A

6 大学院募集計画を策定し、広報活動を強化す
る。

入試・広報
委員会

Ⅷ-2 入試制度を検証・改善し、AP(ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ・ﾎﾟ
ﾘｼｰ)に適う質の高い入学者を選抜する。

7 APを定期的に点検・評価し、APに則した入学者
選抜の適切な運用を継続する。

入試・広報
委員会

10 大学院入試結果分析に基づき、必要に応じて入
試制度を改善する。

入試・広報
委員会

8 多様な入学者選抜方法を検討する。 入試・広報
委員会
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ドメインⅨ：内部質保証システムおよび大学ガバナンスの強化

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

1
内部質保証に関する方針(実施対象、単位、手続き等)を策定
し、定期的に見直す。

● ● ● ● ● A

2 内部質保証の推進体制(責任者、組織等)を検討・整備する。 ○ ● A

3
自己点検・評価の方法、実施体制等について再検討し、より効
果的な自己点検評価ｻｲｸﾙを構築する。

●
自己点検・
評価委員会

総務課
―

4
定期的な自己点検・評価の実施・公表を通じて、各種活動の課
題を明確にするとともに関連委員会と情報共有し、改善策の検
討に活用する。

● ● ● ● ●

自己点検・
評価委員会
(各種委員会) A

5 IR活動の目的・対象等のIR方針を策定する。 ● ―

6
IR活動の推進に向けた体制・機能の充実化等について検討・実
行する。

○ ● ● ● ● A

7
各種活動の成果等を可視化するとともに各種委員会等への情
報提供を通じて、改革・改善策の検討に活用する。

○ ● ● ● ● A

8
IR活動における各種情報を収集・分析するための仕組みを構築
する。

● ―

9 社会の公共財として適切な情報公開を継続的に実施する。 ● ● ● ● ● A

10 外部認証評価の受審に向けたｽｹｼﾞｭｰﾙ・手順等を策定する。 ○ ● S

11
外部認証評価の受審に向けた準備(自己点検評価等)を確実に
実行し、2024年度に受審する。

○ ○ ● ―

12
受審結果に基づき、課題等を明確にし、中期目標・中期計画へ
反映する。

○ ● ―

自己点検・評価シート

中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画
推進部署

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

長期目標（2022～2030年度，9年間）

学長ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる内部質保証ｼｽﾃﾑの機能強化により社会的責任を果たすとともに、ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ体制
およびﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制の点検・改善を通じて教職員のQOL/QOWを向上させる。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員長/大学事務局長

Ⅸ-1 内部質保証ｼｽﾃﾑの機能性を更に向上さ
せる。

IR体制・機能を充実させる。 IR推進ｾﾝﾀｰ
（総務会)

2 自己点検・評価ｼｽﾃﾑを更に機能させる。

4 内部質保証に則した情報公開を徹底する。 IR推進ｾﾝﾀｰ
(広報課)

5 外部認証評価を受審し、大学の改革・改善に活
用する。

自己点検・
評価委員会

総務課

1 内部質保証に関する方針・体制を整備する。 総務会
(自己点検・
評価委員会)

3
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ドメインⅨ：内部質保証システムおよび大学ガバナンスの強化

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画
推進部署

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

長期目標（2022～2030年度，9年間）

学長ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる内部質保証ｼｽﾃﾑの機能強化により社会的責任を果たすとともに、ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ体制
およびﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制の点検・改善を通じて教職員のQOL/QOWを向上させる。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員長/大学事務局長

13
教学組織における業務執行体制・組織等を点検し、必要に応じ
て見直しを図る。

● ● ● ● ● A

14
学長の補佐体制を含む教育職員管理職の役割、権限等を明確
にする。

○ ● B

15
大学ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ機能の強化に向けて、関連規程・規則等を点検
し、必要に応じて適宜制定・改定する。

○ ● ● ● ● S

16
効率的な管理運営を実現するための委員会組織について検討
し、必要に応じて見直しを図る。

● ● ● ● ● A

17
業務の効率化・合理化を実現するために必要な情報を調査・収
集し、具体的な方策を検討する。

● ● ● ● ● A

18 各種事務手続等に係るﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を推進する。 ● ● ● ● ● A

19
教員採用に係る制度・規程・基準・手続き等を点検し、必要に応
じて適宜改善する。

● ● ● ● ● A

20
再任・昇任に係る制度・規程・基準・手続き等を点検し、必要に
応じて適宜改善する。

● ● ● ● ● A

21
教員業績評価における評価項目および配点等について点検し、
教員個々の意欲向上に結びつく人材育成ｼｽﾃﾑとしての機能を
向上させる。

● ● ● ● ● A

22
他大学の取り組み等について調査・研究し、本学におけるﾀﾞｲ
ﾊﾞｰｼﾃｨ方針を策定する。

○ ● D

23
ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ方針に基づき、取り組み内容や推進方法等について
検討し、実現可能なものから適宜実行する。

○ ● ● ● ―

24
推進部門・組織・担当者の配置等、必要な体制について検討す
る。

● ● ● ―

Ⅸ-2 教員組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを更に向上させる。 6 学長ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟに基づく大学管理・運営体制(大
学ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ機能)を点検・改善する。

総務会
総務課

7

9 ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ(性別・国籍・年齢などの多様性化)へ
の取り組みを推進する。

総務会
総務課

教学組織運営および業務の効率化・合理化に
関する取り組みを更に推進する。

総務会
総務課

8 教育研究活動等の質的向上に資する人事制度
を構築する。

総務会
総務課
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ドメインⅨ：内部質保証システムおよび大学ガバナンスの強化

自己点検評価
2022 2023 2024 2025 2026 2023年度

自己点検・評価シート

中期目標 中期計画 アクションプラン 実行計画
推進部署

（2022～2026年度） （2022～2026年度，5年間） （2022～2026年度の5年間）

　＜実行計画＞
  ●：実行（完了）年度　　　○：検討・調査期間
　＜自己点検評価＞
　S：年次計画を上回る実績を達成した                        A：達成／ほぼ計画どおり（達成率 90％以上）
　B：部分的達成／一部達成あるいは計画より遅れている（達成率 51-89％）
　C：遅延／大幅に遅れている（達成率 11-50％）　   　  D：未着手／ほとんどもしくは全く着手できていない（達成率 10％以下）

長期目標（2022～2030年度，9年間）

学長ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる内部質保証ｼｽﾃﾑの機能強化により社会的責任を果たすとともに、ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ体制
およびﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制の点検・改善を通じて教職員のQOL/QOWを向上させる。

ドメイン責任者：将来計画機構運営委員長/大学事務局長

25
事務局全体および部署別・職位別に求められる資質・能力等を
明確にし、事務局全体および部課単位での人材育成方針を策
定する。

● ―

26
職務別研修・管理職研修・新任職員研修等のSD計画を策定し、
継続的に充実させる。

○ ● ● ● ● A

27
より効果的なPDCAｻｲｸﾙの実現に向けた制度・仕組み等を検
討・導入する。

○ ● A

28
各部課室の担当業務を点検し、必要に応じて業務分掌を見直
すとともに事務局業務分掌表を作成・更新する。

● ● ● ● ● A

29
部課室単位の業務ﾏﾆｭｱﾙを作成し、ﾘｱﾙﾀｲﾑでの更新作業を継
続する。

● ● ● ● ● A

30
業務改善に必要な情報(ﾑﾘ・ﾑﾀﾞ・ﾑﾗの実態、就業環境等)を調
査し、改善計画(DX化含む)を策定する。

○ ● D

31
人権保護およびﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関する講習会・研修等を継続的
に企画・実施する。

● ● ● ● ● A

32
関連規程および相談体制等について点検し、必要に応じて策
定・改定する。

● ● ● ● ● A

33
教職員の意識向上に向けた効果的な手段・ﾂｰﾙ等について検
討する。

● ● ● ● ● B

34 ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関する研修等を企画し、定期的に開催する。 ● ● ● ● ● A

35 臨床心理士の活用等、教職員への相談・支援を継続する。 ● ● ● ● ● A

36
危機管理委員会の役割や責任、連携体制等について点検し、
必要に応じて改善する。

● ● A

37
危機管理基本ﾏﾆｭｱﾙを点検し、必要に応じて改定するとともに
個別ﾏﾆｭｱﾙおよび関連規程等を整備する。

○ ● B

38
個人情報等の保護管理体制の強化に向けた組織体制について
検討し、必要に応じて専門委員会等を設置する。

● ―

39
個人情報等の保護管理に関する教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを継続的に実施
する。

● ● ● ● ●
個人情報等
保護委員会 D

40
防災・避難訓練の見直し、防災備蓄品の整備等、防災対策の充
実化を検討し、優先度の高い取り組みから段階的に実行する。

○ ● ● ● ●
危機管理
委員会
総務課

B

41
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽを更に推進するための体制・規程等について検討
し、優先度の高いものから段階的に整備する。

○ ● ● ● ● C

42 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに係る教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを検討し、継続的に実施する。 ○ ● ● ● ● A

Ⅸ-3 職員組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを更に向上させる。 10 事務組織力の向上および職員の能力向上に関
する取り組みを更に推進する。

事務局長

11 業務の合理化・効率化に関する取り組みを更に
推進する。

事務局長

Ⅸ-4 人権保護およびﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止ならびに健康
管理に関する取り組みを充実させる。

12 人権保護およびﾊﾗｽﾄﾒﾝ防止に関する取り組み
を充実させる。

人権委員会
(FD・SD
委員会)

13 教職員の健康管理・支援を更に充実させる。 総務課

15 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの徹底に向けた取り組みを更に充
実させる。

個人情報等
保護委員会

Ⅸ-5 ﾘｽｸ管理体制および危機管理体制を強化
する。

14 ﾘｽｸ管理体制および危機管理体制を点検し、よ
り適切な「予防と対処」ができる体制へと強化す
る。

危機管理
委員会
総務課
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